
（平成28年６月）

　　厚 生 労 働 省
　　秋 田 労 働 局

知っていますか？ クリアしていますか？ 

 労働関係の各種法令で定められているいくつかについて遵守
されているかチェックしてみましょう。もし、遵守されていな

い項目がありましたら、早期に事務手続きが必要となりますの

で、窓口へご相談ください。 
 

[資料請求等] 

 巻末の資料請求用紙をFAXなどで送付いただければ、関係するパンフ

レットなどの資料を郵送いたします。  

 また本テキストは、秋田労働局ホームページからダウンロードできま

す。さらに本テキストの中で参考資料としているものについても、秋田

労働局ホームページに直接リンクしている項目もありますので、あわせ

てご活用ください。 
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　【項目１】 公正採用選考

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目２】 労働者募集

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目３】 雇用保険資格取得

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目４】 雇用保険資格取得

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

※ 省略文字

HP

パンフ

雇用保険に加入させなければならない方を雇入れた場合、雇入れた翌月の10日まで
に管轄ハローワークへ雇用保険被保険者取得届の提出が必要なことを知っています
か。

知っている

有 無

職業安定部職業安定課

クリア
している

厚生労働省HP「手続き一覧表」
有 無

（１）適正な採用のために

雇用保険法第7条、雇用保険法施行規則第6条

雇用保険法第6条第2～3号

職業安定部職業安定課 〔資料入手の必要性〕

http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/koyouhoken/tetsuduki_ichiran01.html

〔資料入手の必要性〕

厚生労働省HP「雇用保険の適用範囲が拡大されました！」
http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/koyouhoken/osirase.html

〔チェック結果を○印〕

雇用対策法第10条

職業安定部職業安定課

ホームページ

パンフレット

〔チェック結果を○印〕

独自に作成した応募用紙であっても、本籍や家族の状況(家族構成・勤務先など)、現
住所の略図等本人適性・能力に関係のないことを記入させたり、戸籍謄(抄)本を提出
させてはならないことを知っていますか。

〔資料入手の必要性〕

募集内容の的確な表示などに関して適切に対処するための指針

職業安定部職業安定課

知っている
クリア

している

有 無

知っている
クリア

している

〔チェック結果を○印〕

〔資料入手の必要性〕

http://www2.mhlw.go.jp/topics/topics/saiyo/saiyo1.htm

パート、アルバイトなどの身分に関係なく、所定労働時間が週20時間以上で31日以上
の雇用見込みがある方については、全て雇用保険に加入させなければならないこと
を知っていますか。

厚生労働省HP　パンフ「公正な採用選考をめざして」、採用選考自主点検資料

〔チェック結果を○印〕

従業員を募集する場合に、年齢制限を設けてはならないことを知っていますか。 知っている
クリア

している

厚生労働省HP 「募集・採用における年齢制限の禁止について」
有 無

http://www.mhlw.go.jp/topics/2007/08/tp0831-1.html

１ 募集・採用に関するチェック項目 
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　【項目５】 性別による差別の禁止

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

→　その原因はなんでしょうか？
→　募集・採用の条件を見直してみませんか？

・これまで女性の採用実績がない。

・体力的にきつい仕事なので女性に敬遠される。

・転勤を要件としているため不安に感じている。

知っている

〔資料入手の必要性〕雇用環境・均等室

募集・採用の対象を男性又は女性のみとすること、男女で異なる条件を付けること、
男女のいずれかを優先すること等募集から採用に至る一連の手続きにおいて男女異
なる取扱いが禁止されていることを知っていますか。

男女雇用機会均等法第5条

・たとえば、営業職が男性のみである場合に、ポジ
ティブ・アクションとして女性を優先的に募集・採用
することができます。ただし、男性営業職と同じ雇
用形態、同じ労働条件、同じ職務内容であること
等の要件があります。

○男女不問で募集していても、女性の応募
がないということはありませんか？

○女性の応募を増やすための取組をしてみ
ませんか？

→　男女雇用機会均等法では、一定の場合に女
性労働者についての特例を規定しています。

・女性が働きやすい職場は男性にとっても働き
やすい職場です。職場環境の改善、作業の負
担軽減などを検討してみましょう。

・転勤を要件とする場合も、転勤実績などを具
体的に説明して、不要な不安を感じさせないよ
うに配慮してください。また、転勤を要件とする
ことが適切か、検討してください。

○優秀な人材を採用するためには、できる
だけ多くの応募者から選考することが効果
的です。

・一定の職務において、女性労働者の割合が男性
労働者の4割未満であった場合は、ポジティブ・ア
クションとして、女性を有利に扱うことができます。

クリア
している

パンフ 「男女雇用機会均等法のあらまし」
　　　　 「男女均等な採用選考ルールブック」

〔チェック結果を○印〕

無有

・これまで女性の採用実績がないと、「女性を
採用しないという会社の方針があるのではな
いか」という誤解を与えてしまうことがありま
す。女性を積極的に活用したいという方針をア
ピールすることが重要です。
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(２) 労働契約のトラブル防止のために

　【項目６】 雇入通知書等書面の交付

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目７】 有期労働契約

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目８】 無期労働契約への転換ルール

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目９】 無期労働契約への転換ルールの特例

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

有 無

パンフ 「労働条件通知書の記載を通じた労務管理の基本について」

〔資料入手の必要性〕

〔チェック結果を○印〕

http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/
roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703.html

無

有 無
パンフ 「高度専門職・継続雇用の高齢者に関する無期転換ルールの特例
について」

専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法

雇用環境・均等室

有期労働契約を結んだ際の労働条件の明示において、契約更新の有無等について
明示しなければならないことを知っていますか。

知っている
クリア

している

労働者と雇用契約を結んだ際（採用した際）、賃金に関する事項、始業・終業時刻、所
定労働時間を超える労働の有無など法定事項について雇入通知書等書面の交付に
より明示しなければならないことを知っていますか。

パンフ 「労働条件通知書の記載を通じた労務管理の基本について」

労働基準法第15条

労働基準部監督課

秋田労働局HP＞各種法令・制度・手続き＞労働基準法の解説
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/
roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703.html

〔資料入手の必要性〕

①「５年を超える一定の期間内に完了することが予定されている業務」に就く高度専
門的知識等を有する有期雇用労働者及び②定年後に有期契約で継続雇用される労
働者について、事業主が一定の適切な雇用管理を実施することとして申請し、認定さ
れた場合は、無期転換ルールの特例が適用されることを知っていますか。

知っている

平成25年4月1日以降に締結した同一使用者との間の有期労働契約が、通算で5年を
超えて繰り返し更新された場合は、労働者の申込みにより、無期労働契約に転換す
ることを知っていますか。

知っている

パンフ 「労働契約法改正のあらまし」
有 無

クリア
している

知っている

有

労働基準法第15条

クリア
している

秋田労働局HP＞各種法令・制度・手続き＞労働基準法の解説

クリア
している

〔チェック結果を○印〕

〔チェック結果を○印〕

〔チェック結果を○印〕

労働契約法第18条

雇用環境・均等室 〔資料入手の必要性〕

〔資料入手の必要性〕労働基準部監督課
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　【項目１０】 パートタイム労働者に対する労働条件の文書交付等　

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

労働基準法第15条

①

②

 労働契約の基本原則について

労働契約法第3条（労働契約の原則）

事業主は、パートタイム労働者（1週間の所定労働時間が正社員よりも短い労働者）
の雇入れ・契約更新の際は、「昇給・退職手当・賞与の有無、相談窓口」を文書の交
付等により明示しなければならないこと及び実施する雇用管理の改善措置(賃金制
度、教育訓練、福利厚生施設、正社員転換推進措置等)の内容を説明しなければなら
ないことを知っていますか。

知っている

パートタイム労働法第6条、第14条

　　　　　　   　ればならない。

雇用環境・均等室

使用者が労働者を採用するときは、賃金、
労働時間その他の労働条件を書面などで
明示しなければなりません。

明示された労働条件が事実と相違してい
る場合、労働者は即時に労働契約を解除
することができます。

　　労働条件通知書

　　   第1項　労働契約は、労働者及び使用者が対等の立場における合意に基づいて締結し、又は変更すべきものとする。

クリア
している

　   　第3項　労働契約は、労働者及び使用者が仕事と生活の調和にも配慮しつつ締結し、又は変更すべきものとする。

パンフ 「パートタイム労働法のあらまし」
有 無

　　   第2項　労働契約は、労働者及び使用者が、就業の実態に応じて、均衡を考慮しつつ締結し、又は変更すべきものとする。

〔資料入手の必要性〕

〔チェック結果を○印〕

　　   第5項　労働者及び使用者は、労働契約に基づく権利の行使に当たっては、それを濫用することがあってはならない。

　　   第4項　労働者及び使用者は、労働契約を遵守するとともに、信義に従い誠実に、権利を行使し、及び義務を履行しなけ
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(３)　健康・安全な就労のために

　【項目１１】 雇入時健康診断

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

「定期健康診断等の項目の改正について(平成20年4月1日施行）」他

　【項目１２】 雇入時安全衛生教育

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目１３】 安全配慮義務

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

労働基準部健康安全課

パンフ 「労働契約法のあらまし」 P8

〔チェック結果を○印〕

独立行政法人労働政策研究･研修機構HP＞労働問題Q＆A＞目次-「8.安
全衛生･労働災害」＞「1.労働安全衛生法の基本的な仕組みを教えてくださ
い。」-解説(4)

厚生労働省HP＞分野別の政策-雇用労働-労働基準＞施策情報-労働契
約＞改正労働契約法について＞労働契約法全体のリーフレット

有 無

労働安全衛生法第59条

秋田労働局HP＞各種法令・制度・手続き＞安全衛生関係＞安全衛生＞

 http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/library/akita-
roudoukyoku/seido/anzen/kensinkomoku2002.pdf

〔チェック結果を○印〕

知っている

〔資料入手の必要性〕

http://www.jil.go.jp/rodoqa/08_eisei/08-Q01.html

常時使用する労働者を雇い入れ、又は労働者の作業内容を変更したときは、従事す
る業務に関する安全又は衛生のため必要な事項について、教育を行わなければなら
ないことになっていますが、知っていますか。

クリア
している

労働契約法第5条

使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労働す
ることができるよう、必要な配慮をすることになっていますが、知っていますか。

知っている

有 無

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/
keiyaku/kaisei/dl/leaf.pdf

＜秋田労働局ＨＰからもリンク可＞

有 無

〔資料入手の必要性〕

〔チェック結果を○印〕

〔資料入手の必要性〕

知っている

労働基準部健康安全課

常時使用する労働者を雇い入れるときは、雇入時の健康診断を行わなければならな
いことを知っていますか。

労働安全衛生法第66条

クリア
している

～メールで参加申請できます～

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/anzenproject/

あんぜんプロジェクトは、労働災害のない日本を目指して、働く方の安全に一生懸命に取
り組み、「働く人」、「企業」、「家族」が元気になる職場を創るプロジェクトです。

厚生労働省では、プロジェクトメンバー（参加企業等）を募集しています。

雇用環境・均等室

クリア
している

あんぜんプロジェクト 
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(４) 保険によるセーフティネットの構築のために

　【項目１４】 労働保険の加入義務

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目１５】 労働保険事務組合制度

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目１６】 労災保険の特別加入制度

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目１７】 雇用保険資格取得

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

総務部労働保険徴収室

〔チェック結果を○印〕

パンフ 「労働保険の成立手続はおすみですか」

労働保険徴収法第2条～4条

〔資料入手の必要性〕総務部労働保険徴収室

有

パート、アルバイトなどの身分に関係なく、所定労働時間が週20時間以上で31日以上
の雇用見込みがある方については、全て雇用保険に加入させなければならないこと
を知っていますか。

労災保険法第33条～36条

http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/koyouhoken/osirase.html

無
パンフ 「特別加入制度のしおり」

厚生労働省ホームページ「雇用保険の適用範囲が拡大されました！」

無

労働保険（労災保険と雇用保険の総称）は、農林水産の事業の一部を除き、労働者
(パート、アルバイトを含む)を一人でも雇っている事業主に、加入が義務付けられてい
ることを知っていますか。

知っている
クリア

している

〔資料入手の必要性〕

有
パンフ 「労働保険の成立手続はおすみですか」

有

〔資料入手の必要性〕

クリア
している

総務部労働保険徴収室

〔チェック結果を○印〕

労働保険徴収法第33条

中小企業事業主に代わって労働保険事務を行う団体で、この団体に委託すると事務
処理の負担軽減、労働保険料の分割納付（3回）のほか、事業主などが労災保険に加
入できることを知っていますか。

知っている
クリア

している

〔チェック結果を○印〕

有 無

〔資料入手の必要性〕

職業安定部職業安定課

無

労災保険が適用されない方について、労働保険事務組合などの団体を経由して申
請、承認を受ければ労災保険に特別加入できることを知っていますか。（役員、家族、
一人親方、農業従事者等）

知っている
クリア

している

〔チェック結果を○印〕

雇用保険法第6条第2～3号

知っている
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　【項目１８】 雇用保険資格取得

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

○労働保険の加入手続きについて

　　① 労働保険の「保険関係成立届」を所轄の労働基準監督署
　　　又はハローワーク　(公共職業安定所)に提出します。

　　② 労働保険料のうち、労災保険料は全額事業主負担、雇用
　　　保険料は事業主と労働者双方で負担します。

○雇用保険の手続きに必要な申請書などをインターネットで取得、作成できます。

　　　（ハローワークインターネットサービスで検索、または厚生労働省ホームページからどうぞ）

○労災保険の申請用紙（仕事で怪我や病気になったとき病院に提出する用紙や休業
　　（補償）給付の申請用紙など）は、パソコンから簡単に取り出すことができます。

ダウンロード方法

①　厚生労働省ＨＰ　　「分野別の政策」、　「雇用・労働」の労働基準をクリック

②　「施策情報」　労災補償をクリック

③　「施策紹介」　労災保険給付等の手続に使用できるＯＣＲ帳票をクリック

④　　ダウンロード用ＯＣＲ帳票の一覧が出てきます

労災保険の手続に迷ったら
労働局労災補償課または最寄の労働基準監督署へどうぞ。
又は、労災保険相談ダイヤルも活用できます。　0570-006031（ナビダイヤル）

受付時間　：　月～金　　9:00～17:00　（土日、祝日、年末年始はお休みします）

雇用保険法第7条、雇用保険法施行規則第6条

雇用保険に加入させなければならない方を雇入れた場合、雇入れた翌月の10日まで
に管轄ハローワークへ雇用保険被保険者取得届の提出が必要なことを知っています
か。

クリア
している

厚生労働省ＨＰ「手続き一覧表」
http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/koyouhoken/tetsuduki_ichiran01.html

有 無

〔資料入手の必要性〕職業安定部職業安定課

〔チェック結果を○印〕

知っている
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(５) 職業紹介事業・労働者派遣事業にあたって

　【項目１９】 職業紹介

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目２０】 労働者派遣

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目２１】 労働者派遣の適用除外業務

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目２２】 労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

〔資料入手の必要性〕

厚生労働省HP　「職業紹介事業パンフレット―許可・更新等マニュアル―」
有 無

http://www.mhlw.go.jp/general/seido/anteikyoku/manual2/

クリア
している職業紹介事業を行おうとする際には、それが手数料等を徴収しない無料のものであっ

ても厚生労働大臣の許可を得なければならないことを知っていますか。

知っている

〔チェック結果を○印〕

職業安定部需給調整事業室 〔資料入手の必要性〕

無

〔チェック結果を○印〕

労働者派遣事業を行おうとする際は、厚生労働大臣の許可を得なければならないこと
を知っていますか。

知っている
クリア

している

〔チェック結果を○印〕

港湾運送業務、建設業務、警備業務、病院等における医療関連業務（一部例外あり）
について、労働者派遣事業を行ってはならないことを知っていますか。また、労働者派
遣を受けた際は、港湾運送業務、建設業務、警備業務、病院等における医療関連業
務（一部例外あり）に従事させてはならないことを知っていますか。

知っている
クリア

している

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する
法律第4条

厚生労働省HP「労働者派遣事業を適正に実施するために」
有 無http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11600000-

Shokugyouanteikyoku/0000107980.pdf

労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関して、基準が定められてい
ることを知っていますか。

知っている

職業安定法

〔資料入手の必要性〕

厚生労働省HP「労働者派遣事業を適正に実施するために」

職業安定部需給調整事業室

有

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する
法律第5条

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11600000-
Shokugyouanteikyoku/0000107980.pdf

職業安定部需給調整事業室

職業安定部需給調整事業室 〔資料入手の必要性〕

パンフ「労働者派遣・請負を適正に行うためのガイド」
有 無http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11600000-

Shokugyouanteikyoku/0000078287.pdf

クリア
している

労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準

〔チェック結果を○印〕
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http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11600000-Shokugyouanteikyoku/0000078287.pdf


(６) 外国人労働者への適切な管理について

　【項目２３】 　外国人雇用状況の届出

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目２４】 外国人雇用した場合の労働保険の加入

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　○ 基本的な考え方

・　外国人労働者の募集及び採用の適正化

・　適正な労働条件の確保

・　安全衛生の確保

・　雇用保険、労災保険、健康保険及び厚生年金保険の適用

・　適切な人事管理、教育訓練、福利厚生等

・　解雇の予防及び再就職援助

　○ 外国人労働者の雇用労務責任者の選任

　　   詳しくは、厚生労働省ＨＰ
http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/dl/koyoukanri_shishin.pdf

有 無
パンフ 「外国人雇用はルールを守って適正に」
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11650000-
Shokugyouanteikyokuhakenyukiroudoutaisakubu/0000047606.pdf

〔資料入手の必要性〕

労働保険の保険料の徴収等に関する法律第2条、雇用保険法第7条

総務部労働保険徴収室、職業安定部職業対策課

事業主は、外国人労働者を雇用した場合は、原則労働保険に加入しなければならな
いことを知っていますか。

知っている
クリア

している

〔チェック結果を○印〕

有 無http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11650000-
Shokugyouanteikyokuhakenyukiroudoutaisakubu/0000047606.pdf

〔資料入手の必要性〕職業安定部職業対策課

パンフ「外国人雇用はルールを守って適正に」

事業主は、外国人労働者を雇用した場合又は雇用している外国人労働者が離職した
場合は、その者の氏名、在留資格等を管轄のハローワークに届け出ることを知ってい
ますか。

雇用対策法第28条

知っている
クリア

している

〔チェック結果を○印〕

　外国人労働者を常時十人以上雇用するときは、雇用労務
責任者を選任しなければなりません。

　○ 外国人労働者の雇用管理の改善に関して事業主が講ずべ
き措置

　外国人労働者の雇用管理に係る留意事項について

　外国人労働者が適切な労働条件及び安全衛生の下、在留
資格の範囲内で能力を発揮しつつ就労できるよう、適切な措
置を講じなければなりません。
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http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/dl/koyoukanri_shishin.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11650000-Shokugyouanteikyokuhakenyukiroudoutaisakubu/0000047606.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11650000-Shokugyouanteikyokuhakenyukiroudoutaisakubu/0000047606.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11650000-Shokugyouanteikyokuhakenyukiroudoutaisakubu/0000047606.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11650000-Shokugyouanteikyokuhakenyukiroudoutaisakubu/0000047606.pdf


(１) 適切な労働条件のために

　【項目２５】 所定労働時間

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目２６】 労働時間の把握

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目２７】 休日

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目２８】 時間外・休日労働協定

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

クリア
している

実際の労働時間について、始業・終業時刻を確認し、その時刻を労働時間として記録
しておかなければなりませんが、知っていますか。

有

〔チェック結果を○印〕

クリア
している

無

パンフ
「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準」

〔資料入手の必要性〕

無

時間外労働、休日労働を行う際、事前に労使協定を締結し、所轄の労働基準監督署
に届け出なければなりませんが、知っていますか。

有 無
秋田労働局HP＞各種法令・制度・手続き＞労働基準法の解説
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/
roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703.html

〔チェック結果を○印〕

所定労働時間は１日8時間以内、週40時間以内としなければならないことを知っていま
すか。（商業、映画･演劇業、保健衛生業、接客娯楽業で労働者数が9名以下の事業
場は特例措置により、法定労働時間が週44時間となります。）

知っている
クリア

している

労働基準法第32条

労働基準部監督課

〔チェック結果を○印〕

〔資料入手の必要性〕

無有

秋田労働局HP＞各種法令・制度・手続き＞労働基準法の解説
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/
roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703.html

知っている

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準

労働基準部監督課 〔資料入手の必要性〕

有

労働基準部監督課

〔チェック結果を○印〕

労働基準法第36条

労働基準部監督課

知っている
クリア

している

労働基準法第35条

休日は少なくとも毎週1日以上与えなければなりませんが、知っていますか。 知っている

〔資料入手の必要性〕

秋田労働局HP＞各種法令・制度・手続き＞労働基準法の解説
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/
roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703.html

２ 就労時のチェック項目 
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http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703/1703-16.html
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703/1703-16.html
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703/1703-16.html
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703/32jyou_1703-20.html
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703/32jyou_1703-20.html
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703/32jyou_1703-20.html
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/var/rev0/0110/8707/2016115102252.pdf
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/var/rev0/0110/8707/2016115102252.pdf
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/var/rev0/0110/8707/2016115102252.pdf


　【項目２９】 時間外労働限度基準

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

　【項目３０】 労使協定の当事者

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目３１】 過重労働による健康障害防止措置

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目３２】 過重労働・医師による面談指導

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

〔チェック結果を○印〕

有 無

〔チェック結果を○印〕

パンフ 「過重労働による健康障害を防ぐために」

時間外労働、休日労働の時間数の合計が月45時間を超えないようにすることが求め
られていますが、知っていますか。（過重労働による健康障害を防止するため、実際の
時間外労働時間数を月45時間以内にするよう努めてください。）

知っている
クリア

している

〔資料入手の必要性〕

過重労働による健康障害を防止するため事業者が講ずべき措置等

労働基準部監督課

無有

〔チェック結果を○印〕

秋田労働局HP＞各種法令・制度・手続き＞労働基準法の解説（同上）

パンフ 「時間外労働の限度時間に関する基準」

時間外労働・休日労働の労使協定の当事者である、労働者の過半数を代表する者は
「監督又は管理の地位にある者」でなく、かつ、「投票、挙手等の方法による手続きで
選任された者」であることが必要ですが、知っていますか。

知っている

時間外労働の限度に関する基準

時間外労働の労使協定において、月の時間外労働の限度時間を45時間以内に定め
るなど、「時間外労働の限度に関する基準」で定められている時間以内に時間外労働
の限度時間を定めることが必要ですが、知っていますか。

知っている

〔チェック結果を○印〕

クリア
している

労働基準部監督課

〔資料入手の必要性〕

労働基準法施行規則第6条の２

労働基準部監督課

有 無

秋田労働局HP＞各種法令・制度・手続き＞労働基準法の解説
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/
roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703.html

〔資料入手の必要性〕

クリア
している

パンフ 「時間外労働の限度時間に関する基準」

時間外労働、休日労働の時間数の合計が月80時間を超えた場合は、医師による面接
指導等労働者の健康管理に係る措置を講ずる必要がありますが、知っていますか。

クリア
している

〔資料入手の必要性〕

知っている

有
パンフ 「過重労働による健康障害を防ぐために」

無

労働基準部監督課・健康安全課

過重労働による健康障害を防止するため事業者が講ずべき措置等

(参考資料)

いま、職場のいじめ・嫌がらせが社会的な問題として顕在化してきています。
厚生労働省では、これらの行為を「職場のパワーハラスメント」と呼んで、社会に注意
を喚起し、この問題の予防・解決に取組むことを訴える「提言」をまとめました。
企業や労働組合は、職場のパワーハラスメント対策に取り組みましょう。
参考資料は、秋田労働局HPバナー「職場のパワハラを予防･解決していくために」で入
手できます。

みんなでなくそう！ 職場のパワーハラスメント 
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http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703/1703-16.html
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703/1703-16.html
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703/1703-16.html


　【項目３３】 時間外労働・休日労働の割増賃金

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目３４】 年次有給休暇

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目３５】 年休取得のための環境整備

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目３６】 就業規則

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

〔資料入手の必要性〕

〔チェック結果を○印〕

労働基準部監督課

労働基準法第89条

労働基準部監督課

有 無

〔チェック結果を○印〕

秋田労働局HP＞各種法令・制度・手続き＞労働基準法の解説
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/
roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703.html

秋田労働局HP＞各種法令・制度・手続き＞労働基準法の解説
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/
roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703.html

〔資料入手の必要性〕

労働基準部監督課

知っている
クリア

している

有

〔資料入手の必要性〕

〔資料入手の必要性〕

〔チェック結果を○印〕

知っている

有

雇用環境・均等室

クリア
している

知っている

労働基準法第39条・第136条

パート労働者、アルバイト労働者を含め、6ヵ月以上継続勤務し、出勤率が8割以上の
労働者に対して、年次有給休暇を付与することが必要ですが、知っていますか。（年次
有給休暇の取得に際し、精皆勤手当の減額、賞与による査定など不利益な取扱いは
できません。）

無

有 無

クリア
している

労働時間、休憩、休暇、賃金の支払い方法など法定事項について記載した就業規則
を作成し、所轄の労働基準監督署に届出することが必要ですが、知っていますか。
（パート労働者等を含む労働者数が10名以上の事業場は作成、届出が必要です。）

知っている

時間外労働・休日労働を行わせた場合、それぞれ2割5分増、3割5分増以上の割増率
で割増賃金を支払うこと、また、午後10時から翌午前5時までの時間帯（深夜業務の時
間帯）の労働に対して2割5分増以上の割増率で割増賃金を支払うことが必要ですが、
知っていますか。（中小企業以外の企業については時間外労働時間数が月60時間を
超えた部分は5割増以上の割増率が必要です。）

〔チェック結果を○印〕

クリア
している

労働基準法第37条

秋田労働局HP＞各種法令・制度・手続き＞労働基準法の解説
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/
roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703.html

パンフ 「働き方・休み方を見直
して豊かでゆとりある生活の実
現を！」

年次有給休暇の計画付与制度の導入、取得しやすい職場の雰囲気づくり等、年次有
給休暇を取得しやすい環境整備を行うことが求められていますが、知っていますか。

労働時間等見直しガイドライン

無
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http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703/37jyo_1703-17.html
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http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703/1703-26.html


　【項目３７】 周知義務

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目３８】 減給の制裁の限度

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目３９】 労働条件の変更

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目４０】 最低賃金

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

厚生労働省HP＞分野別の政策-雇用労働-労働基準＞施策情報-労働契
約＞改正労働契約法について＞労働契約法全体のリーフレット

最低賃金法

労働基準部監督課

就業規則、時間外労働・休日労働に関する労使協定、労働基準法の要旨など法令で
定められた事項を作業場の見やすい場所へ掲示する等により労働者に周知すること
が必要ですが、知っていますか。

パンフ 「労働契約法のあらまし」 P14

〔資料入手の必要性〕

有
秋田労働局HP　　バナー「秋田県最低賃金」
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/

〔資料入手の必要性〕

知っている

知っている

無

知っている

〔チェック結果を○印〕

有

クリア
している

クリア
している

〔チェック結果を○印〕

労働基準法第106条

減給処分する場合、1回の額が平均賃金の1日分の半額を超えないこと、また、総額が
一賃金支払期における賃金総額の1割を超えないことが必要ですが、知っています
か。

秋田労働局HP＞各種法令・制度・手続き＞労働基準法の解説
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/
roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703.html

秋田労働局HP＞各種法令・制度・手続き＞労働基準法の解説
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/
roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703.html

〔資料入手の必要性〕

労働基準法第91条

労働基準部監督課

雇用環境・均等室

労働条件を変更する際、個別に労働者と変更内容について合意を得た上で行う必要
がありますが、知っていますか。

知っている
クリア

している

有

無

クリア
している

〔チェック結果を○印〕

労働基準部賃金室

〔チェック結果を○印〕

〔資料入手の必要性〕

労働契約法第8条

無

有

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/k
eiyaku/kaisei/dl/leaf.pdf

無

秋田県最低賃金「時間額695円」(H27.10.7効力発生)を知っていますか。
但し、一部産業においては産業別の最低賃金が別に定められております。
また、最低賃金は改正されている場合もありますので、最新の金額の確認も必要で
す。

　事業場内の最低賃金（事業場内で最も低い時間給。800円未満に限る）を
60円以上引き上げるとともに、労働能率増進のための設備・器具を導入し、
業務改善を図ろうとする中小企業・小規模事業者に対し、その経費の一部
を助成します。
　（上限100万円、助成率1/2(労働者30人以下の事業場は3/4））。
　詳しくは秋田労働局雇用環境・均等室（018-800-0770）へお問い合わせく
ださい。

ＰＲ《業務改善助成金》 

13

http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/var/rev0/0111/1524/201598103433.pdf
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703/1703-28.html
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703/1703-28.html
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703/1703-28.html
_keiyaku/hourei_seido/1703/91jyo-1703-21.html
_keiyaku/hourei_seido/1703/91jyo-1703-21.html
_keiyaku/hourei_seido/1703/91jyo-1703-21.html
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/keiyaku/kaisei/dl/leaf.pdf
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/keiyaku/kaisei/dl/leaf.pdf


(２)　万が一の被災のときのために

　【項目４１】 会社内での負傷

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目４２】 労災保険の休業補償

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目４３】 労災保険の費用徴収

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目４４】 労働者死傷病報告

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

有

〔資料入手の必要性〕

無

労災保険法第1条

クリア
している

労働安全衛生法第100条、労働安全衛生規則第97条

労働基準部労災補償課

労働基準部健康安全課

クリア
している

　労働安全衛生法第66条により実施する定期健康診断の結果で、①血圧検査②血
中脂質検査③血糖検査④腹囲の検査またはBMIの測定の4つの検査項目すべてに
異常のある方、または産業医等が就業環境等を総合的に勘案し、異常の所見を認
めた時は、労災保険で無料で二次健康診断と特定保健指導を受けられます。
　これを「二次健康診断等給付」と言いますが、これは補償給付ではないので、メリッ
ト料率に影響せず、無料ですから、社員の健康管理のため積極的に利用してくださ
い。

〔チェック結果を○印〕

〔資料入手の必要性〕

秋田労働局HP＞各種法令・制度・手続き＞様式集＞安全衛生関係＞厚生
労働省HP（安全衛生関係主要様式） 有 無
http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei36/17.html

知っている
クリア

している

〔チェック結果を○印〕

http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/rousai/040325-
12.html

労働者が労働災害その他就業中等における負傷、窒息又は急性中毒により死亡し、
又は休業したときは、労働者死傷病報告を所轄労働基準監督署長に提出しなければ
ならないことを知っていますか。

知っている

厚生労働省HP「労災保険未手続事業主に対する費用徴収制度の強化について｣

会社内（敷地内を含む）での負傷は、積極的な私的行為が原因である場合を除いて、
仕事中でなくても多くの場合労災保険が適用されることを知っていますか。

http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/rousai/040325-
13.html

無

知っている

http://www.mhlw.go.jp/topics/2005/10/tp1003-1.html

厚生労働省HPパンフ 「労災保険給付の概要」

厚生労働省HPパンフ 「労災保険　休業（補償）給付　傷病補償年金の請求手続」

〔チェック結果を○印〕

労働基準部労災補償課

知っている
クリア

している

労災保険法第14条、労働基準法第84条

〔チェック結果を○印〕

労働保険料未納期間中の労災事故については、保険給付に要した費用の全部又は
一部を事業主から徴収することになっていることを知っていますか。

無

労災保険からの休業補償は休業4日目から給付されますので、3日分は会社で補償し
なければならないことを知っていますか。（通勤災害は除く。）

〔資料入手の必要性〕

有

〔資料入手の必要性〕

有

労災保険法第31条

労働基準部労災補償課

ＰＲ《二次健康診断等給付》 
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(３) 男女がともに生き生きと働くために

　【項目４５】 配置等における性別を理由とする差別の禁止　

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料) 有 無

　【項目４６】 職場におけるセクシュアルハラスメント対策

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目４７】 母性健康管理に関する措置

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

男女雇用機会均等法第6条

雇用環境・均等室

男女雇用機会均等法第11条

知っている
クリア

している

雇用環境・均等室

配置（業務配分、権限付与等を含む）、昇進・降格・教育訓練、一定の福利厚生、職
種・雇用形態の変更、退職勧奨・定年・解雇・労働契約の更新など、雇用管理のあらゆ
る場面において男女のいずれかを排除すること又は優先すること等男女異なる取扱い
をしてはならないことを知っていますか。

雇用環境・均等室

パンフ 「女性労働者の母性健康管理のために」
　　　 　「働きながらお母さんになるあなたへ」

事業主は、妊娠中・出産後の女性労働者の保健指導・健康診査を受けるための時間
の確保及び健康診査等で医師等から受けた指導事項を守ることができるために必要
な措置（①妊娠中の通勤緩和、②妊娠中の休憩（休憩時間の延長、回数の増加、時間
帯の変更）、③症状等に対応する措置（作業制限、勤務時間短縮、休業等））を講じな
ければならないことを知っていますか。

妊娠・出産、育児休業等の事由を「契機として」不利益取扱いを行った場合
は、原則法違反です。
※妊娠・出産、育児休業等の事由の終了から1年以内に不利益取扱いが
なされた場合は「契機として」いると判断します。
→　禁止されている不利益取扱いの例です。以下の取扱い以外であっても
不利益取扱いは禁止されています。
①解雇　　　②期間雇用者について契約の更新をしないこと
③更新回数の上限を引き下げること　　　④退職の強要、身分変更の強要
を行うこと　　　⑤降格　　　⑥嫌がらせ等により就業環境を害すること
⑦不利益な自宅待機　　　⑧減給及び賞与における不利益な算定　　　⑨
不利益な人事考課　　　⑩不利益な配置変更　　　⑪派遣先が妊娠中の派
遣社員の派遣を拒否すること　等

パンフ 「男女雇用機会均等法のあらまし」

パンフ 「事業主の皆さん　職場のセクシュアルハラスメント対策はあなたの
義務です！！」

男女雇用機会均等法第12条、第13条

〔チェック結果を○印〕

事業主は、職場におけるセクシュアルハラスメント防止のための必要な措置（①事業主
の方針の明確化（セクシュアルハラスメントの内容や行為者に対する処分内容につい
て就業規則に規定する等）及び周知・啓発②相談窓口の設置等相談対応のための必
要な体制整備、③事実関係の確認等事後の迅速かつ適切な対応④プライバシー保護
措置・不利益取扱いを行わない旨の明確化）を講じなければならないことを知っていま
すか。

知っている
クリア

している

〔チェック結果を○印〕

有 無

〔資料入手の必要性〕

有 無

〔資料入手の必要性〕

〔チェック結果を○印〕

知っている
クリア

している

〔資料入手の必要性〕

 ○マタニティーハラスメント（妊娠・出産、育児休業等を理由とする不利益取扱い）の禁止について 
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　【項目４８】 育児休業制度

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目４９】 介護休業制度

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目５０】 育児・介護休業の申出等に対する通知　

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目５１】 子の看護休暇制度・介護休暇制度

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

パンフ 「育児・介護休業法のあらまし」
　　　 　「育児・介護休業等に関する規定例」

有 無

育児・介護休業法第11条～15条

雇用環境・均等室

〔資料入手の必要性〕

雇用環境・均等室

雇用環境・均等室

労働者は申し出ることにより、小学校就学前の子の病気やけがの世話、予防接種等
のための看護休暇を、また、要介護状態にある対象家族の介護、その他の世話をする
ための介護休暇を、それぞれ1年につき5日（子又は対象家族が2名以上の場合は、年
10日）を限度として取得することができることを知っていますか。

育児・介護休業法第16条の2、第16条の3、第16条の4、第16条の5

パンフ 「育児・介護休業法のあらまし」
　　　 　「育児・介護休業等に関する規定例」

クリア
している

〔資料入手の必要性〕

無

事業主は、育児休業や介護休業の申出がなされたときは、必要な事項（①休業申出を
受けた旨、②休業開始予定日・休業終了予定日、③休業申出を拒む場合には、その
旨及びその理由）を書面等により速やかに労働者に通知しなければならないことを
知っていますか。

〔チェック結果を○印〕

〔チェック結果を○印〕

労働者は申し出ることにより、要介護状態（負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障
害により、2週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態）にある対象家族1人
につき、常時介護を必要とする状態ごとに1回、通算して93日間の介護休業を取得でき
ることを知っていますか。一定の要件を満たした期間雇用者も対象です。

知っている
クリア

している

有 無
パンフ 「育児・介護休業法のあらまし」
　　　 　「育児・介護休業等に関する規定例」

育児・介護休業法第5条～第9条の2

育児･介護休業法第5条、第11条　同法施行規則第5条、第22条

有

〔チェック結果を○印〕

知っている

パンフ 「育児・介護休業法のあらまし」
　　　 　「育児・介護休業等に関する規定例」

〔チェック結果を○印〕

労働者は申し出ることにより、子が1歳に達するまでの間（両親ともに育児休業をする
場合は、子が1歳2ヶ月に達するまでの間に1年間）、また、保育園に入所できない等一
定の事情がある場合、1歳（又は1歳2ヶ月）までの育児休業に引き続いて（又は育児休
業中の配偶者と交替して）1歳6ヶ月に達するまでの間育児休業を取得できることを
知っていますか。一定の要件を満たした期間雇用者も対象です。また、配偶者が専業
主婦（夫）の場合も取得できます。

クリア
している

雇用環境・均等室

知っている

〔資料入手の必要性〕

有 無

知っている
クリア

している

〔資料入手の必要性〕
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　【項目５２】 育児のための所定外労働の免除

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目５３】 育児・介護のための時間外労働の制限・深夜業の制限　

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目５４】 育児･介護のための短時間勤務等

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　　　→　以下の３つの要件を満たす場合は、有期契約労働者であっても育児休業の対象となります。

要件① 引き続き1年以上雇用されている（更新されている場合を含む）こと
② 子の1歳の誕生日以降も引き続き雇用されることが見込まれること
③ 子の2歳の誕生日の前々日までに雇用期間が満了し更新されないことが決まっていないこと

　　　→　育児・介護休業法において、お父さんの育児休業が取得しやすくなっています。

①

② 　育児を行える配偶者がいても、育児休業の対象から除外することはできません。
③ 子どもが生まれて8週間以内に育児休業を取得した場合は、再度育児休業を取得することができます。

育児・介護休業法第23条

雇用環境・均等室

小学校就学前までの子を養育する労働者又は要介護状態にある対象家族の介護を
行う労働者が請求した場合は、1か月24時間、1年間150時間を超える時間外労働及び
午後10時から午前5時までの深夜労働をさせてはならないことを知っていますか。

知っている

雇用環境・均等室

パンフ 「育児・介護休業法のあらまし」
　　　 　「育児・介護休業等に関する規定例」

〔チェック結果を○印〕

〔チェック結果を○印〕

〔資料入手の必要性〕

〔資料入手の必要性〕

有 無

パンフ 「育児・介護休業法のあらまし」
　　　 　「育児・介護休業等に関する規定例」

有

パンフ 「育児・介護休業法のあらまし」
　　　 　「育児・介護休業等に関する規定例」

有 無

〔資料入手の必要性〕

　母親だけが育児休業を取得する場合の休業期間は、子が1歳に達するまでですが、父親も育児休業を取
得すると、子が1歳2か月に達するまでの間、休業可能となります。

→　産後8週間は母体を保護するための期間です。その期間に父親が育児休業を取得して、母子のそばに
いて育児を行うことは家族の一体感を強めます。その後、母親が仕事に復帰する際に再度育児休業を取得
すれば、妻の職場復帰を支援することができ、子どもの負担を軽くすることもできます。

事業主は、3歳に満たない子を養育する労働者が利用できる短時間勤務制度（1日の
所定労働時間を6時間とする措置を含む制度）を設け、また要介護状態の対象家族の
介護を行う労働者が利用できる短時間勤務等の措置（短時間勤務制度、フレックスタ
イム制、時差出勤の制度、介護サービスの費用の助成等の制度のうちいずれか１つ
以上）を設けなければならないことを知っていますか。

クリア
している

無

〔チェック結果を○印〕

事業主は、3歳に満たない子を養育する労働者が請求した場合は、所定労働時間を超
えて労働させてはならないことを知っていますか。

育児・介護休業法第16条の8

育児・介護休業法第17条～第20条

クリア
している

知っている

知っている
クリア

している

雇用環境・均等室

  ○お父さんの育児休業について 

  ○有期契約労働者（期間を定めて雇用されている労働者）の育児休業について 
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　【項目５５】 パートタイム労働者の差別的取り扱いの禁止

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目５６】 パートタイム労働者から正社員への転換の推進

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目５７】 女性活躍推進のための一般事業主行動計画の策定等

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目５８】 次世代育成支援のための一般事業主行動計画の策定等

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

パンフ 「パートタイム労働法のあらまし」

クリア
している

パンフ 「パートタイム労働法のあらまし」

〔チェック結果を○印〕

有

有 無

〔チェック結果を○印〕

101人以上の労働者を雇用する事業主に対し、仕事と子育てを両立しやすい雇用環境
の整備等を進めるための「一般事業主行動計画」の策定、秋田労働局への届出及び
外部への公表・従業員への周知が義務付けられていることを知っていますか。(100人
以下の労働者を雇用する事業主については努力義務)
　なお、行動計画を策定・届出し、一定の要件を満たすと、労働局長の認定（「くるみん
認定」）を受けることができます。このくるみん認定を受けた企業のうち、特に次世代育
成支援対策の実施状況が優良な企業は「プラチナくるみん認定」を受けることができま
す。

知っている
クリア

している

パンフ 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく一般
事業主行動計画を策定しましょう！！」

一般事業主行動計画策定支援ツール（厚生労働省ホームページ）

雇用環境・均等室

パンフ 「次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定
し、くるみん認定 プラチナくるみん認定を目指しましょう！！！」
両立支援総合ｻｲﾄ「両立支援のひろば」

〔資料入手の必要性〕

次世代育成支援対策推進法第12条～第15条の４

301人以上の労働者を雇用する事業主に対し、①自社の女性の活躍に関する状況把
握・課題分析、②状況把握・課題分析を踏まえた「一般事業主行動計画」の策定・社内
周知・公表、③秋田労働局への届出、④女性の活躍に関する情報の公表が義務付け
られていることを知っていますか。(300人以下の労働者を雇用する事業主については
努力義務)
　なお、行動計画の策定・届出を行った企業のうち、女性の活躍推進に関する取組の
実施状況等が優良な企業は、労働局長の認定（「えるぼし認定」）を受けることができ
ます。

パートタイム労働法第9条

事業主は、正社員と職務の内容及び配置が同じと判断されるパートタイム労働者につ
いては、賃金をはじめとしてすべての待遇について、パートタイム労働者であることを
理由として、差別的に取り扱うことが禁止されていることを知っていますか。

知っている

女性活躍推進法第8条～第11条、第16条

雇用環境・均等室

http://www.ryouritsu.jp/

知っている

〔資料入手の必要性〕

知っている
クリア

している

女性の活躍・両立支援総合サイト http://www.positive-ryouritsu.jp/

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000091025.html

パート労働ポータルサイト　http://part-tanjikan.mhlw.go.jp

パート労働ポータルサイト　http://part-tanjikan.mhlw.go.jp

〔チェック結果を○印〕

クリア
している

有 無

有 無

無

〔資料入手の必要性〕

〔資料入手の必要性〕雇用環境・均等室

雇用環境・均等室

〔チェック結果を○印〕

事業主は、パートタイム労働者から正社員への転換を推進するため、必要な措置（①
正社員を募集する際、その内容を雇用するパートタイム労働者に周知する、②正社員
のポストを社内公募する場合、パートタイム労働者にも応募の機会を与える、③正社
員へ転換するための試験等転換制度の導入、④教育訓練等転換を推進するための
措置、のいずれか）を講ずることが義務付けられていることを知っていますか。

パートタイム労働法第13条
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(４) 健康で安全に働くために

　【項目５９】 安全衛生管理体制

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目６０】 産業医の選任

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目６１】 作業主任者の選任

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目６２】 安全・衛生委員会

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

常時50人以上の労働者を使用する事業場で産業医の選任が必要ですが、知っていま
すか。（また該当がある場合選任し、職務の実施をお願いすることが大切です。）

〔チェック結果を○印〕

知っている
クリア

している

労働基準部健康安全課

〔チェック結果を○印〕

知っている

〔資料入手の必要性〕

クリア
している

〔チェック結果を○印〕

事業場の規模、業種に応じて安全管理者、衛生管理者、安全衛生推進者の選任が必
要ですが、自社に何が必要か、知っていますか。（また、適切に選任し、職務を行うこと
が大切です。）

クリア
している

知っている

有 無

労働安全衛生法第11条、12条、12条の2

厚生労働省HP＞分野別の政策-雇用･労働-労働基準＞政策分野に関連
のサイト-職場のあんぜんサイト＞安全衛生キーワード＞「あ行」-安全管理
者等http://anzeninfo.mhlw.go.jp/yougo/yougo32_1.html

無有

ボイラーの取扱い作業など、労働災害を防止するために管理を必要とする作業で作業
主任者を選任することが必要な作業がありますが、自社の作業内容に該当する作業
主任者について知っていますか。（また、適切に選任し、職務を実施させることが大切
です。）

〔資料入手の必要性〕

労働安全衛生法第13条

労働基準部健康安全課

厚生労働省HP＞分野別の政策-雇用･労働-労働基準＞政策分野に関連
のサイト-職場のあんぜんサイト＞安全衛生キーワード＞「さ行」-産業医
http://anzeninfo.mhlw.go.jp/yougo/yougo19_1.html

労働安全衛生法第14条

有 無

労働基準部健康安全課 〔資料入手の必要性〕

厚生労働省HP＞分野別の政策
-雇用･労働-労働基準＞政策
分野に関連のサイト-職場のあ
んぜんサイト＞安全衛生キー
ワード＞「あ行」-安全衛生委員
会

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/yo
ugo/yougo42_1.html

事業場の規模、業種に応じて安全委員会、衛生委員会を設置し、会議を開催する必要
がありますが、知っていますか。

〔チェック結果を○印〕

クリア
している

労働安全衛生法第17,18,19条

知っている

〔資料入手の必要性〕

有 無

労働基準部健康安全課

秋田労働局HP＞各種法令・制度・手続き＞安全衛生関係＞手続き>労働
安全衛生法に基づく免許・技能講習等について＞安全衛生関係技能講習
http://akita-
roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/var/rev0/0111/1084/ginoukousyuu_list.pdf
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　【項目６３】 ＳＤＳ

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目６４】 特別教育・職長教育

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目６５】 就業制限（技能講習等）

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目６６】 作業環境測定

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)
有 無

厚生労働省HP＞分野別の政策-雇用･労働-労働基準＞政策分野に関連
のサイト-職場のあんぜんサイト＞安全衛生キーワード＞「さ行」-作業環境
測定http://anzeninfo.mhlw.go.jp/yougo/yougo17_1.html

〔資料入手の必要性〕

〔チェック結果を○印〕

〔資料入手の必要性〕

クリア
している

知っている

〔資料入手の必要性〕

有 無

知っている
クリア

している

労働基準部健康安全課

労働安全衛生法第61条

岩石や金属の粉じんを発散する場所など政令で定める有害な業務を行う屋内作業場
については、作業環境測定を行わなければなりませんが、自社の該当する場所につ
いて知っていますか。（また、該当する場合、作業環境測定を行い、その評価の結果に
基づく措置を適切に行うことが必要です。）

労働安全衛生法第65条

クレーンの運転等政令で定める業務には技能講習修了者等の有資格者でなければ就
かせてはならないこととなっていますが、自社の業務で、当該資格が必要な業務を
知っていますか。（また、有資格者の配置が適切か、随時確認することが大切です。）

厚生労働省HP＞分野別の政策-雇用･労働-労働基準＞政策分野に関連
のサイト-職場のあんぜんサイト＞安全衛生キーワード＞「た行」-特別教育
http://anzeninfo.mhlw.go.jp/yougo/yougo50_1.html

労働安全衛生法第59、60条

労働基準部健康安全課

クリア
している

〔チェック結果を○印〕

知っている

有 無
安全衛生情報センターHP＞化学物質＞「安衛法名称公表化学物質等」ま
たは「GHS対応モデルラベル・モデルSDS情報」
http://anzeninfo.mhlw.go.jp/anzen_pg/KAG_FND.aspx

〔チェック結果を○印〕

労働者に危険若しくは健康障害を生ずるおそれのある物(通知対象物）を提供等する
場合には、文書交付等で通知しなければならないことなっていますが、通知対象物を
知っていますか。（また、文書交付し、対象物の成分、人体に及ぼす作用、取扱い上の
注意、応急処置、などについて理解することが大切です。）

知っている
クリア

している

〔チェック結果を○印〕

有 無

労働基準部健康安全課

〔資料入手の必要性〕

労働安全衛生法第57条の2

労働基準部健康安全課

アーク溶接作業など、危険又は有害な業務で省令で定めるものに労働者を就かせると
きは特別の教育を、また、指導・監督する者には、職長教育を行う必要がありますが、
自社の作業内容等に応じた特別教育、職長教育を知っていますか。（また、適切に実
施することが大切です。）

秋田労働局HP＞各種法令・制度・手続き＞安全衛生関係＞手続き>労働
安全衛生法に基づく免許・技能講習等について＞安全衛生関係技能講習
http://akita-
roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/var/rev0/0111/1084/ginoukousyuu_list.pdf
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　【項目６７】 一般健康診断・特殊健康診断

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目６８】 健康診断の記録の作成

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　１ 有所見率の推移（単位：％）　

  ２ 平成27年の項目別有所見率(単位：％)

クリア
している

厚生労働省HP＞分野別の政策-雇用･労働-労働基準＞政策分野に関連
のサイト-職場のあんぜんサイト＞安全衛生キーワード＞「た行」-定期健康
診断、特殊健康診断http://anzeninfo.mhlw.go.jp/yougo/yougo52_1.html

◎定期健康診断における有所見率を改善しましょう！

健康診断を実施した場合には健康診断の結果を記録しておかなければなりません
が、知っていますか。

労働安全衛生法第66条の3

〔チェック結果を○印〕

知っている

〔チェック結果を○印〕

〔資料入手の必要性〕

労働安全衛生法第66条、66条の4、66条の5

労働基準部健康安全課

厚生労働省HP＞分野別の政策-雇用･労働-労働基準＞政策分野に関連
のサイト-職場のあんぜんサイト＞安全衛生キーワード＞「た行」-定期健康
診断、特殊健康診断http://anzeninfo.mhlw.go.jp/yougo/yougo52_1.html

有 無

常時使用する労働者については一般健康診断を、有機溶剤を用いて行う塗装作業な
ど政令で定める有害な業務に従事する労働者には、特殊健康診断を行わなければな
りませんが、知っていますか。（また、それらの健康診断を実施した場合、その結果、有
所見と判断された者について医師等の意見を聴き、その意見に基づき事後措置を行う
ことが必要です。）

有 無

労働基準部健康安全課 〔資料入手の必要性〕

知っている
クリア

している
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(５) 高年齢になっても働けるように

　【項目６９】 高年齢者の雇用確保措置①

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目７０】 高年齢者の雇用確保措置②

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

●相談・援助サービス（無料）

高齢者の継続雇用に必要な雇用環境の整備に関する相談・援助を行っております。

●企業診断システム（無料）

●企画立案サービス（有料）

【お問い合わせ・お申し込みは】

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構秋田支部　高齢・障害者業務課

　　〒010-0951秋田市山王3-1-7　東カンビル3階

ＴＥＬ（018）883-3610　ＦＡＸ（018）883-3611

　

知っている
クリア

している

厚生労働省ＨＰ＞政策について＞分野別の政策一覧＞雇用・労働＞雇用
＞高年齢者雇用対策
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/ko
ureisha/index.html

職業安定部職業対策課

有

〔資料入手の必要性〕

無

 あなたの企業における高年齢者の現状や経営者側の考え方
を整理・分析・アドバイスを行っております。

  ①雇用管理、②職場の改善、③健康管理、④教育訓練、⑤
人件費・賃金分析・・・等を簡易型診断システムによりアドバイ
ス。

知っている
クリア

している

事業主が定年を定める場合は、その定年年齢は60歳以上としなければならないことを
知っていますか。

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第8条

〔チェック結果を○印〕

65歳未満の定年を定めている事業主は、65歳までの安定した雇用を確保するため、
定年の引き上げ又は継続雇用制度の導入、定年の廃止のいずれかの措置を講じなけ
ればならないことを知っていますか。

〔チェック結果を○印〕

〔資料入手の必要性〕

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第9条

職業安定部職業対策課

厚生労働省ＨＰ＞政策について＞分野別の政策一覧＞雇用・労働＞雇用
＞高年齢者雇用対策
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/ko
ureisha/index.html

有 無

  人事・労務管理上の諸問題について具体的な解決案を作成
し、高年齢者の継続雇用を図る条件整備をお手伝します。（企
画立案サービスで有料の場合、経費の企業負担額は３分の１
から２分の１となります。）

①人事管理制度の整備に関すること、②賃金、退職金に関すること、③職場の改善、能力開発に
関すること、④健康管理に関すること

(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構秋田支部では秋田県下に６名のアドバイザーを配置し、高
年齢者雇用確保措置の導入等の相談・助言や支援を行っております。
企業で知り得た事項等は、決して他に漏らしたりしませんのでご安心ください。

(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構秋田支部の高年齢者雇用アドバイザーをご活用ください。 
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(６) 障害者も一緒に働けるように

　【項目７１】 障害者雇用率①

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目７２】 障害者雇用率②

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

    ・秋田県北障害者就業・生活支援センター
      大館市字泉町9-19

電話： 0186-57-8225

    ・秋田県能代山本障害者就業・生活支援センター
      能代市字長崎42-1

電話： 0185-88-8296

      秋田市泉菅野2-17-27
電話： 018-896-7088

      由利本荘市二番堰25番1
電話： 0184-44-8578

    ・秋田県南障害者就業・生活支援センター
      大仙市大曲戸巻町2-68

電話： 0187-88-8713

    ・湯沢雄勝障害者就業・生活支援センター ぱあとなあ
      湯沢市両神15-1

電話： 0183-55-8650

    ・ネット横手障害者就業・生活支援センター ・北秋田障害者就業・生活支援センター
      横手市梅の木町8-5 北秋田市宮前町9-67

電話： 0182-23-6281 電話：0186-67-6003

    ・由利本荘・にかほ圏域障害者就業・生活支援
      Ｅ－ＳＵＰＰＯＲＴ（イーサポート）

    ・ウェルビューいずみ障害者就業・生活
     支援センター

○　障害者の身近な地域において、雇用、保健福祉、教育等の関係機関の連携拠点として、
    就業面及び生活面における一体的な相談支援を行います。

〔県内8センター〕

厚生労働省HP＞政策について＞分野別の政策一覧＞雇用・労働＞雇用
＞障害者雇用対策＞施策の紹介＞ 障害者雇用率制度

職業安定部職業対策課

民間企業、国、地方公共団体は、次の割合に相当する数以上の障害者を雇用しなけ
ればならないことを知っていますか。①民間企業⇒2.0%（50人以上規模企業）、②国、
地方自治体、特殊法人⇒2.3%（43.5人以上規模機関・法人）、③都道府県、厚生労働
大臣指定教育委員会⇒2.2%（45.5人以上規模機関）

障害者の雇用の促進等に関する法律第46条、第47条

有 無

〔チェック結果を○印〕

厚生労働省HP＞政策について＞分野別の政策一覧＞雇用・労働＞雇用
＞障害者雇用対策＞施策の紹介＞ 障害者雇用率制度
http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/shougaisha/04.html

国では毎年6月1日現在で障害者の雇用状況報告を提出させ、法定雇用率の未達成
事業主等に対して、ハローワークが関係機関と連携のうえ助言・指導を行うほか、改善
が認められない場合は、最終的に企業名の公表を行っていることを知っていますか。

クリア
している

〔資料入手の必要性〕

障害者の雇用の促進等に関する法律第38条、第43条

知っている
クリア

している

有 無
http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/shougaisha/04.html

〔資料入手の必要性〕職業安定部職業対策課

知っている

〔チェック結果を○印〕

「障害者就業・生活支援センター」について 
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　【項目７３】 雇用の分野における障害者に対する差別の禁止

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目７４】 雇用の分野における障害者に対する合理的配慮の提供義務

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

〔チェック結果を○印〕

全ての事業主は、労働者の募集及び採用について、障害者に対して、障害者でない
者と均等な機会を与えなければならず、また、賃金の決定、教育訓練の実施、福利厚
生施設の利用その他の待遇について、労働者が障害者であることを理由として、障害
者でない者と不当な差別的取扱いをしてはならないことを知っていますか。

知っている
クリア

している

障害者の雇用の促進等に関する法律第34条及び第35条

職業安定部職業対策課 〔資料入手の必要性〕

職業安定部職業対策課 〔資料入手の必要性〕

厚生労働省HP ＞政策について＞分野別の政策一覧＞雇用・労働＞雇用
＞事業主の方へ～従業員を雇う場合のルールと支援策～＞障害者の雇用
＞雇用の分野における障害者の差別禁止及び障害者の合理的配慮の提
供義務 有 無

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/jig
younushi/page10.html

厚生労働省HP ＞政策について＞分野別の政策一覧＞雇用・労働＞雇用
＞事業主の方へ～従業員を雇う場合のルールと支援策～＞障害者の雇用
＞雇用の分野における障害者の差別禁止及び障害者の合理的配慮の提
供義務

有 無

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/jig
younushi/page10.html

〔チェック結果を○印〕

全ての事業主は、労働者の募集及び採用について、障害者と障害者でない者との均
等な機会の確保の支障となっている事情を改善するため、労働者の募集及び採用に
当たり障害者からの申出により当該障害者の障害特性に配慮した必要な措置を講じ
なければならず、また、障害者である労働者について、障害者でない労働者との均等
な待遇の確保又は、障害者である労働者の有する能力の有効な発揮の支障となって
いる事情を改善するため、その雇用する障害者である労働者の障害特性に配慮した
職務の円滑な遂行に必要な施設の整備、援助を行う者の配置その他の必要な措置を
講じなければならないことを知っていますか。

知っている
クリア

している

障害者の雇用の促進等に関する法律第36条の２から第36条の４
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(１) 解雇等に関する各種の規制について

　【項目７５】 解雇理由の妥当性

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目７６】 解雇予告制度

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目７７】 解雇理由の証明

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目７８】 雇止めに係る基準

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

〔チェック結果を○印〕

労働者を解雇する際、解雇理由について客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上
相当であると認められない場合、その権利を濫用したものとして無効と判断されること
を知っていますか。

有 無

知っている

〔資料入手の必要性〕

〔チェック結果を○印〕

有期労働契約（有期労働契約が3回以上更新されているか、1年を超えて継続雇用さ
れている労働者に限る。）を更新しない場合、少なくとも契約期間が満了する日の30
日前までに予告しなければならないことを知っていますか。

〔資料入手の必要性〕

有

クリア
している

クリア
している

有

パンフ 「有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準について」
有 無

クリア
している

労働契約法第16条

雇用環境・均等室

パンフ 「労働契約法のあらまし」 P8

〔チェック結果を○印〕

無

〔資料入手の必要性〕

労働基準法第22条

無

〔チェック結果を○印〕

知っている

有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準

労働基準部監督課 〔資料入手の必要性〕

知っている
クリア

している

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/
keiyaku/kaisei/dl/leaf.pdf

労働基準法第20条

労働基準部監督課

労働者を解雇する場合、30日以上前に予告する必要があることを知っていますか。
（予告期間が30日に満たない場合は、足りない日数分の平均賃金を支払う必要があ
ります。）

労働基準部監督課

厚生労働省HP＞分野別の政策-雇用労働-労働基準＞施策情報-労働契
約＞改正労働契約法について＞労働契約法全体のリーフレット

労働者より退職の場合や解雇予告を受けた際に解雇理由など法定事項について証
明書を請求された場合、遅滞なくこれを交付しなければならないことを知っています
か。

知っている

秋田労働局HP＞各種法令・制度・手続き＞労働基準法の解説
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/
roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703.html

秋田労働局HP＞各種法令・制度・手続き＞労働基準法の解説
http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/
roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/1703.html

解雇・退職等の離職にあたってのチェック項目 
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　【項目７９】 妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目８０】

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

  １　総合労働相談コーナーにおける情報提供

  ２　労働局長の助言指導について

  ３　紛争調整委員会によるあっせんについて

　　　紛争当事者間の調整を行い、話合いを促進するなどで紛争の解決を図る制度です。

〔チェック結果を○印〕

知っている
クリア

している

  人事労務管理の個別化や雇用形態の変化などに伴い、労働関係についての個々の労働者と事業
主との間の紛争（以下「個別労働紛争」といいます）が増加しています。
  紛争の最終的解決手段としては裁判がありますが、これには長い時間と多くの費用がかかってしま
います。こうした個別労働紛争の未然防止と、職場慣行を踏まえた円満・迅速な解決を図ることを目
的として、労働局では「個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律」に基づき、以下の解決援助
サービスを行っています。
  労使どちらからも無料で利用できる制度です。職場のトラブルでお困りのときは、ぜひご利用下さ
い。

  個別労働紛争の中には、法令や判例を知らなかったり、誤解に基づいて発生したものが多くありま
す。労働問題に関する情報を入手したり、専門家に相談をすることで、紛争に発展することを未然に防
止、または紛争を早期に解決することが可能となります。労働局雇用環境・均等室や各労働基準監督
署に総合労働相談コーナーを設置しており、プライバシーの保護をしつつ、相談対応、情報提供などを
行っています。

・ 紛争当事者の間に、公平・中立な第三者として弁護士など労働問題の専
門家が入ります。
・ 双方の主張の要点を確かめ、双方から求められた場合には、両者が採る
べき具体的なあっせん案を提示します。

   民事上の個別労働紛争について、労働局長が、紛争当事者に対し、その問題
点を指摘し、解決の方向を示すことにより、自主的な紛争解決を促進する制度で
す。あくまで紛争当事者に対して話合いによる解決を促すものであって、なんら
かの措置を強制するものではありません。

パンフ 「男女雇用機会均等法のあらまし」

パンフ 「育児・介護休業法のあらまし」
有 無

雇用環境・均等室 〔資料入手の必要性〕

育児・介護休業法第10条、第16条、第16条の4、第16条の7、第16条の9、
第18条の2、第20条の2、第23条の2

〔チェック結果を○印〕

育児･介護休業、子の看護休暇等育児・介護休業法に定める両立支援制度の申出・
取得等を理由とする解雇やその他不利益取扱い（期間雇用者の雇止め、退職強要、
非正規労働者への身分変更の強要、減給又は賞与等の不利益算定等）は禁止され
ていることを知っていますか。

有 無

育児･介護休業、子の看護休暇等を理由とした不利益取扱いの禁止

女性労働者の妊娠・出産、産前産後休業の請求・取得等を理由とする解雇やその他
不利益取扱い（期間雇用者の雇止め、退職強要、非正規労働者への身分変更の強
要、減給又は賞与等の不利益算定等）は禁止されていることを知っていますか。ま
た、妊娠中・出産後1年を経過しない女性労働者に対してなされた解雇は、その理由
が妊娠等によるものではないことを事業主が証明しない限り無効であることを知って
いますか。

男女雇用機会均等法第9条

雇用環境・均等室

知っている
クリア

している

〔資料入手の必要性〕

  個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律について 
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(２) 離職にあたっての各種届出などについて

　【項目８１】 雇用保険資格喪失

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目８２】 再就職援助計画

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目８３】 大量の雇用変動の届出

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目８４】 障害者の解雇届

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

　【項目８５】 中高年齢者の多数離職届

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料) 厚生労働省ＨＰ＞政策について＞分野別の政策一覧＞雇用・労働＞雇用＞事業主の方へ
有 無http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/jig

younushi/page09.html

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第16条、同法施行規則第6条の2

有 無

〔チェック結果を○印〕

〔チェック結果を○印〕

〔チェック結果を○印〕

クリア
している

知っている
クリア

している

知っている

〔資料入手の必要性〕

厚生労働省HP　パンフ「事業主の皆様へ」P4

事業主は、障害者を解雇した場合は、速やかに、管轄のハローワークに障害者解雇
届を提出しなければならないことを知っていますか。

障害者の雇用の促進に関する法律第81条、同法施行規則第41～42条

職業安定部職業対策課 〔資料入手の必要性〕

〔チェック結果を○印〕

事業主は、45歳以上の中高年齢者を5名以上離職させる場合は、最後の離職の1か
月前までに管轄のハローワークに多数離職届を提出しなければならないことを知って
いますか。

職業安定部職業対策課

職業安定部職業安定課 〔資料入手の必要性〕

厚生労働省HP　「再就職援助計画」と「大量雇用変動届」
有 無http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/ky

ufukin/other36/

http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/other31/

〔チェック結果を○印〕

事業主は、事業縮小の有無を問わず1ヵ月に常時雇用する労働者30人以上を離職さ
せる場合は、最後の離職の1ヵ月前までに管轄ハローワークに大量離職届を提出しな
ければならないことを知っていますか。

雇用対策法第27条、雇用対策法施行規則第8～9条

知っている
クリア

している

職業安定部職業安定課 〔資料入手の必要性〕

厚生労働省HP　「再就職援助計画」と「大量雇用変動届」
有 無http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/ky

ufukin/other36/

厚生労働省HP　「手続き一覧表」
有 無

http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/koyouhoken/tetsuduki_ichiran01.html

事業主は、事業の縮小等により1ヵ月に常時雇用する労働者30人以上を離職させる
場合には、1ヵ月前までに再就職援助計画を作成し、管轄ハローワークの認定を受け
なければならないことを知っていますか。

知っている
クリア

している

雇用対策法第24条、雇用対策法施行規則第7条の2、第7条の3、第7条の4

離職などにより労働者が雇用保険の被保険者でなくなった時は、その翌日から10日
以内に雇用保険被保険者資格喪失届及び同離職証明書を管轄ハローワークに提出
しなければならないことを知っていますか。

知っている
クリア

している

雇用保険法第7条、雇用保険法施行規則第7条

職業安定部職業安定課 〔資料入手の必要性〕
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　【項目８６】 求職活動支援書の作成

[設問]

(関係法令等)

(相談窓口)

(参考資料)

総務部
労働保険徴収室 ℡　０１８－８８３－４２６７

雇用環境・均等室
企画担当 ℡　０１８－８００－０７７０
指導担当 ℡　０１８－８６２－６６８４

労働基準部
監　 督 　課 ℡　０１８－８６２－６６８２
健康安全課 ℡　０１８－８６２－６６８３
賃 　金　 室
労災補償課 ℡　０１８－８８３－４２７５

職業安定部
職業安定課 ℡　０１８－８８３－０００７(代）
職業対策課 ℡　０１８－８８３－０００７(代）
地方訓練受講者支援室 ℡　０１８－８８３－０００７(代）
需給調整事業室 ℡　０１８－８８３－０００７(代）

　℡ ０１８－８６５－３６７１ ハローワーク秋田 ℡ ０１８－８６４－４１１１
　℡ ０１８５－５２－６１５１ ハローワーク男鹿 ℡ ０１８５－２３－２４１１
　℡ ０１８６－４２－４０３３ ハローワーク能代 ℡ ０１８５－５４－７３１１
　℡ ０１８２－３２－３１１１ ハローワーク大館 ℡ ０１８６－４２－２５３１
　℡ ０１８７－６３－５１５１ ハローワーク鷹巣 ℡ ０１８６－６０－１５８６
　℡ ０１８４－２２－４１２４ ハローワーク大曲 ℡ ０１８７－６３－０３３５

ハローワーク角館 ℡ ０１８７－５４－２４３４
ハローワーク本荘 ℡ ０１８４－２２－３４２１
ハローワーク横手 ℡ ０１８２－３２－１１６５
ハローワーク湯沢 ℡ ０１８３－７３－６１１７
ハローワーク鹿角 ℡ ０１８６－２３－２１７３

http://akita-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp

厚生労働省人事労務マガジンで最新情報の入手を

厚生労働省ＨＰ＞政策について＞分野別の政策一覧＞雇用・労働＞雇用＞事業主の方へ

秋田労働局ホームページ

秋田労働基準監督署
能代労働基準監督署
大館労働基準監督署
横手労働基準監督署
大曲労働基準監督署
本荘労働基準監督署

　厚生労働省では、企業の経営者や人事・労務担当者の方々に、雇用情
勢や法律改正、助成金等の制度改正、労務管理情報などについて最新情
報を月に数回、メール配信しております。配信を希望する方は、秋田労働
局ホームページの中の、下記のバナーをクリックし、メールアドレスを登録
することにより簡単に手続できます。

有 無http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/jig
younushi/page09.html

〔チェック結果を○印〕

事業主は、45歳以上の中高年齢者が解雇等により離職する場合で対象者が再就職
の支援を希望する場合は、求職活動支援書を作成し対象者に交付しなければなりま
せん。

知っている
クリア

している

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第17条、同法施行規則第6条の3

職業安定部職業対策課 〔資料入手の必要性〕

厚生労働省による 

厚労省人事労務マガジン 

秋田労働局 

労働基準監督署 ハローワーク 

【相談窓口・問合せ先】 
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労働関係法令に係る
コンプライアンス・チェックテキスト

資料請求用紙

〒

下記資料を上記宛先まで送付して下さい。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

秋田労働局雇用環境・均等室（企画担当）
〒010-0951 秋田市山王７－１－３　

　ＴＥＬ ０１８－８００－０７７０
　ＦＡＸ ０１８－８６３－４４９３

※ FAXや電話番号を良くお確かめの上、お間違えのないようにお願いします。

（28.6版）
※HPから入手可能なものもあります。テキストにあるHPもご参考ください。

会社所在地

電話番号

会 社 名

ご担当者氏名

秋田労働局雇用環境・均等室 宛　　
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